
 

港湾事業の事後評価項目調書 
 

 事 業 名 （箇 所 名 ） 複合一貫輸送ターミナル整備事業（呉港 阿賀地区） 

 実 施 箇 所 広島県呉市 

 該 当 基 準 事業完了後一定期間（５年以内）が経過した事業 

 主 な 事 業 の 諸 元 岸壁(-7.5m)(耐震)、 泊地(-7.5m)、 ふ頭用地 

 事 業 期 間   事業採択 平成５年度 完了 平成２０年度 

 総 事 業 費 ( 億 円 )    採択時 ― 完了時 １４７ 

 目 的 ・ 必 要 性 既存施設の能力不足、老朽化に対応するための物流拠点と大規模地震時の輸送拠点を確
保するため、複合一貫輸送ターミナル（耐震）を整備する。 

費用対効果分析の算
定基礎となった要因
の変化 

過去に比較対象となる事業評価を実施していないため評価しない。 

 事 業 全 体 の 
 
 投 資 効 率 性 

基準年度 平成２５年度 

 B：総便益(億円) ２７０  Ｃ：総費用(億円) ２５３   Ｂ／Ｃ     １．１ 

B－Ｃ １７  ＥＩＲＲ(%) ４．４  

事業の効果の発現状
況 

鋼材貨物の輸送コスト削減や老朽化施設の延命化などの期待された事業効果の発現は
十分とはいえない状況であるが、阿賀マリノ大橋の開通など、背後圏とのアクセス向上に
より、一定の効果が発現している。また、ターミナル内の上屋が整備され、港内貨物がシフ
トされるものとして事業効果を算定した結果、十分な事業効果が見込まれることを確認し
た。 

事業実施による環境
の変化 

特になし 

 社会経済情勢の変化 過去に比較対象となる事業評価を実施していないため評価しない。 

今後の事後評価の必
要性 

本事業は一定の効果が発現し、数年後には高い確度で十分な事業効果の発現が見込ま
れることから、改めて事後評価を実施する必要はない。 

改善措置の必要性 事業目的に見合った事業効果を十分に発現させるため、港湾管理者において上屋を速や
かに整備する予定であることから、今後の改善措置の必要性はないものの、港湾管理者
と連携して利用の一層の促進に努める。 

同種事業の計画・調
査のあり方や事業評
価手法の見直しの必
要性 

特になし 

 対 応 方 針 （ 案 ） 上記の視点から、本事業は一定の効果が発現し、数年後には高い確度で十分な事業効果
の発現が見込まれることから、改めて事後評価を実施する必要はないが、施設の利用状
況について５年以内に報告するものとする。 

 対 応 方 針 理 由 本事業で整備した複合一貫輸送ターミナルについて、その利用状況を今後も引き続き確認
する必要があるため。 

 そ の 他 ・物流機能の効率化、老朽化施設の延命化および安全な荷役空間の確保が図られる。 
・賑わい空間の機能強化が呉市のさらなる発展に寄与する。 
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呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

呉
港
は
、
広
島
県
の
南
西
部
に
位
置
す
る
重
要
港
湾
で
あ
り
、
鉄
鋼
・
造
船
・
機
械
な
ど
の
産
業
を
背
景
に
、

地
域
経
済
を
支
え
る
工
業
港
と
し
て
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

本
事
業
の
実
施
箇
所
で
あ
る
「
阿
賀
地
区
」
は
、
呉
港
の
中
央
に
位
置
し
て
い
る
。

１
．

呉
港

の
概

要

広
島

県

呉
港

広
島

港

広
島

県

尾
道

糸
崎

港
福

山
港

広
地

区

阿
賀

地
区

昭
和

地
区

宝
町

地
区

川
原

石
地

区

吉
浦

地
区

仁
方

地
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呉
港

区

広
港

区
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取
扱

貨
物

量
の

推
移

（
フ

ェ
リ

ー
貨

物
を

除
く
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呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

呉
港

の
取

扱
貨

物
量

は
総

じ
て

増
加

傾
向

に
あ

り
、

平
成

2
2
年

以
降

は
年

間
1
,8

0
0
万

ト
ン

超
で

推
移

し
て

い
る

。
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．

呉
港

の
概

要

取
扱

貨
物

の
内

訳
（
平

成
2
4
年

実
績

、
フ

ェ
リ

ー
貨

物
を

除
く
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湾
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18
5

48
7
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島
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広
島

・呉
自

動
車

道

休
山

ト
ン

ネ
ル

各
種

製
造

業

近
年

新
た

に
整

備
さ

れ
た

道
路

網

阿
賀

マ
リ

ノ
大

橋

虹
村

大
橋

呉
市

役
所

阿
賀

マ
リ

ノ
ポ

リ
ス

岸
壁広
埠

頭
岸

壁

川
原

石
南

埠
頭

岸
壁

呉
市

の
臨

海
部

に
は

、
鉄

鋼
業

、
輸

送
用

機
械

器
具

製
造

業
、

は
ん

用
機

械
器

具
製

造
業

、
金

属
製

品
製

造
業

な
ど

、
「
鋼

材
」
や

「
鉄

鋼
」
を

扱
う

金
属

関
係

の
企

業
（
約

4
0
社

）
が

集
積

し
て

い
る

。

金
属

関
係

の
企

業
の

立
地

状
況

県
内

の
製

造
品

出
荷

額
の

割
合

（
平

成
23

年
）

東
広

島
・
呉

自
動

車
道

の
全

線
開

通
に

よ
り

、
東

広
島

市
は

呉
港

の
新

た
な

背
後

圏
と

し
て

の
期

待
が

持
た

れ
て

い
る

。

音
戸

瀬
戸

航
路

●
金

属
関

係
の

企
業

呉
市

の
製

造
品

出
荷

額
の

割
合

（
平

成
23

年
）

呉
市

の
製

造
品

出
荷

額
の

う
ち

8
割

以
上

は
金

属
関

係
の
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種
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占
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て
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る

。
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島
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2
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%
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1
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●
主

要
な

公
共

岸
壁

で
鋼

材
・
鉄

鋼
（
重

量
物

）
の

過
剰

な
取

り
扱

い
⇒

 施
設

へ
の

大
き

な
負

荷

・
呉

港
に

お
け

る
非

効
率

な
荷

役
実

態
の

改
善

・
次

世
代

に
向

け
た

代
替

機
能

の
確

保

２
．

事
業

概
要

（
整

備
前

の
課

題
）

呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

①
港

湾
機

能
の

維
持

呉
港

耐
震

強
化

岸
壁

施
設

計
画

5

●
呉

港
の

港
湾

施
設

の
６

割
が

昭
和

4
0
年

代
ま

で
に

建
設

⇒
 老

朽
化

施
設

の
急

増
～
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0年

代
５

９
％

●
上

記
施

設
で

過
剰

な
貨

物
量

の
取

り
扱

い
⇒

 荷
さ

ば
き

地
の

不
足

呉
港

の
港

湾
施

設
の

整
備

年
次

エ
プ

ロ
ン

の
沈

下
（
敷

鉄
板

で
対

応
）

エ
プ

ロ
ン

の
段

差
エ

プ
ロ

ン
の

沈
下

に
よ

る
浸

水
エ

プ
ロ

ン
の

ク
ラ

ッ
ク

施
設

へ
の

大
き

な
負

荷
（
主

要
な

公
共

岸
壁

）

広
埠

頭
岸

壁
の

現
状

川
原

石
南

埠
頭

岸
壁

の
現

状
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２
．

事
業

概
要

（
整

備
前

の
課

題
）

呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

呉
港

耐
震

強
化

岸
壁

施
設

計
画

5
製

材
（
他

地
区

へ
の

仮
置

き
状

況
）

砂
利

・
砂

鋼
材

と
製

材

鋼
材

（
1）

鋼
材

（
2）

荷
さ

ば
き

地
の

不
足

（
主

要
な

公
共

岸
壁

）

鋼
材

（
1）

広
埠

頭
岸

壁
の

現
状

川
原

石
南

埠
頭

岸
壁

の
現

状

鋼
材

（
3）

金
属

く
ず

鋼
材

（
2）
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２
．

事
業

概
要

（
整

備
前

の
課

題
）

呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

●
震

災
時

に
輸

送
拠

点
と

な
る

イ
ン

フ
ラ

が
市

内
に

不
足

。

一
例

呉
市

直
下

型
地

震
に

よ
る

想
定

震
度

分
布

【
出

典
：
広

島
県

H
P

】

●
呉

港
区

へ
の

入
港

時
に

遠
回

り
を

余
儀

な
く
さ

れ
る

大
型

船

②
海

上
輸

送
の

効
率

化

・
大

型
船

の
非

効
率

な
海

上
輸

送
の

改
善

③
大

規
模

地
震

時
の

物
資

輸
送

機
能

の
確

保

・
震

災
直

後
に

お
け

る
市

民
の

安
全

・
安

心
の

確
保

・
復

旧
段

階
に

お
け

る
地

域
産

業
の

事
業

活
動

の
継

続
支

援

音
戸

瀬
戸

航
路

1
,0

0
0
G

T
以

上
の

船
舶

は
航

行
不

可

区
間

海
上

距
離

（
浬

）

来
島

海
峡

～
呉

港
区

54

来
島

海
峡

～
広

港
区

20

区
間

海
上

距
離

（浬
）

佐
田

岬
～

呉
港

区
84

佐
田

岬
～

広
港

区
67

各
港

区
と

瀬
戸

内
海

の
主

要
な

航
路

の
接

続
ル

ー
ト

広
島

港 呉
港

区

主
要

な
航

路

広
港

区

至
佐

田
岬

来
島

海
峡

今
治

市
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２
．

事
業

概
要

（
目

的
）

呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

○
既

存
施

設
の

能
力

不
足

や
老

朽
化

に
よ

る
能

力
低

下
、

さ
ら

に
は

音
戸

瀬
戸

航
路

の
物

理
的

制
約

を
踏

ま
え

て
、

各
港

区
の

役
割

分
担

に
基

づ
き

呉
港

区
か

ら
広

港
区

へ
物

流
機

能
を

一
部

シ
フ

ト
さ

せ
、

呉
港

全
体

と
し

て
合

理
的

か
つ

効
率

的
な

物
流

を
確

保
す

る
。

○
東

広
島

・
呉

自
動

車
道

の
整

備
実

現
に

よ
り

、
背

後
圏

と
呉

港
（
広

港
区

）
と

の
ア

ク
セ

ス
環

境
が

飛
躍

的
に

向
上

す
る

こ
と

を
踏

ま
え

て
、

陸
上

輸
送

貨
物

の
海

上
輸

送
へ

の

転
換

や
、

一
般

貨
物

の
コ

ン
テ

ナ
へ

の
シ

フ
ト

に
対

応
し

た
港

湾
機

能
を

確
保

す
る

。

○
大

規
模

地
震

時
に

、
海

上
輸

送
と

陸
上

輸
送

の
結

節
点

か
つ

拠
点

と
し

て
機

能
す

る

港
湾

施
設

を
確

保
す

る
。

呉
港

阿
賀

地
区

複
合

一
貫

輸
送

※
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
整

備
・
活

用

※
 複

合
一

貫
輸

送
と

は
、

封
印

さ
れ

た
特

定
の

貨
物

が
、

輸
送

の
過

程
で

一
度

も
開

封
さ

れ
る

こ
と

な
く
、

船
舶

、
鉄

道
、

自
動

車
、

航
空

機
な

ど

種
類

の
異

な
る

２
つ

以
上

の
輸

送
手

段
に

よ
り

相
次

い
で

運
送

さ
れ

る
場

合
の

こ
と

を
い

う
。

コ
ン

テ
ナ

の
普

及
に

よ
り

普
遍

化
し

た
。
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呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業
２

．
事

業
概

要

【
起

債
事

業
】

ふ
頭

用
地

5
6
億

円

本
事

業
の

構
成

施
設

広
地

区

阿
賀

地
区

昭
和

地
区

宝
町

地
区

川
原

石
地

区

吉
浦

地
区

仁
方

地
区

【
直

轄
事

業
】

岸
壁

(-
7
.5

m
) 

２
バ

ー
ス

※

8
0
億

円
※

う
ち

１
バ

ー
ス

は
耐

震
強

化
岸

壁

呉
港

区

広
港

区

総
事

業
費

1
4
7
億

円
事

業
期

間
平

成
5
年

度
～

平
成

2
0
年

度
供

用
開

始

（
直

轄
事

業
期

間
平

成
8
年

度
～

平
成

1
7
年

度
）

平
成

2
0
年

1
0
月

※
 端

数
処

理
の

た
め

、
各

施
設

の
金

額
の

和
が

必
ず

し
も

総
事

業
費

と
は

な
ら

な
い

。

区
分

施
 設

 名

 岸
壁

(-
7
.5

m
)

 泊
地

(-
7
.5

m
)

 ふ
頭

用
地

起
債

事
業

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
8

H
1
9

H
2
0

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

直
轄

事
業

H
1
7

H
1
8

H
9

H
1
0

H
1
1

H
1
2

H
5

H
6

H
7

H
5
 開

始
H

2
0
 完

了

H
8
 開

始
H

1
7
 完

了

H
2
0
.1

0 
供

用
開

始

【
直

轄
事

業
】

泊
地

(-
7
.5

m
)

1
2
億

円
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5
8

3
6

4
8

1
7

2
8

16

2

5

2
5

21 23

0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

H
2
0

H
21

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
25

（
年

）

（
千

ト
ン

）

移
入

移
出

輸
入

輸
出

呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

阿
賀

マ
リ

ノ
ポ

リ
ス

岸
壁

の
取

扱
貨

物
量

の
推

移
取

扱
貨

物
の

内
訳

（平
成

24
年

実
績

)

・
平

成
2
0
年

1
0
月

の
供

用
開

始
以

降
、

取
扱

貨
物

量
は

年
々

増
加

し
て

い
る

。
・

し
か

し
、

平
成

2
4
年

の
取

扱
貨

物
量

（
9
3
千

ト
ン

）
は

、
当

初
の

想
定

量
（
港

湾
計

画
：
5
6
5
千

ト
ン

）
に

達
し

て
い

な
い

。

【
出

典
：
港

湾
統

計
、

呉
市

資
料

】

３
．

当
該

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

現
状

2
4

8

30

93

5911
8

(推
計

値
）

※

※
H

2
5
は

上
半

期
（
1
～

6
月

）
の

実
績

値
（
上

半
期

）

【
出

典
：
港

湾
統

計
、

呉
市

資
料

】

鋼
材

10
0
%

鋼
材

7
9%

鉄
鋼

2
1%

輸
出

5
千

ト
ン

輸
入

3
6
千

ト
ン

鋼
材

10
0
%

鋼
材

7
9%

鉄
鋼

2
1%

輸
出

5
千

ト
ン

輸
入

3
6
千

ト
ン

鋼
材

73
%

産
業

機
械

13
%

石
炭 7%

そ
の

他
7%

鋼
材

58
%

金
属

製
品

3
8%

産
業

機
械

4%

移
出

2
8
千

ト
ン

移
入

2
5
千

ト
ン

鋼
材

73
%

産
業

機
械

13
%

石
炭 7%

そ
の

他
7%

鋼
材

58
%

金
属

製
品

3
8%

産
業

機
械

4%

移
出

2
8
千

ト
ン

移
入

2
5
千

ト
ン
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呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業
４

．
こ

れ
ま

で
の

利
用

促
進

の
取

り
組

み

当
該

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

供
用

当
初

、
ユ

ニ
ッ

ト
ロ

ー
ド

※
を

想
定

し
て

荷
主

企
業

や
物

流
企

業
の

誘
致

活
動

を
展

開
し

た
が

、
以

下
の

要
因

に
よ

り
所

定
の

成
果

が
得

ら
れ

な
か

っ
た

。

①
当

時
、

阿
賀

マ
リ

ノ
大

橋
は

整
備

中
で

あ
り

、
既

存
の

ア
ク

セ
ス

道
に

つ
い

て
は

狭
く
、

大
型

車
両

の
通

行
が

困
難

で
あ

っ
た

（下
図

参
照

）。

②
平

成
20

年
後

半
の

リ
ー

マ
ン

・シ
ョ

ッ
ク

は
世

界
的

な
需

要
の

急
激

な
冷

え
込

み
を

も
た

ら
し

、
ポ

ー
ト

セ
ー

ル
ス

環
境

を
一

層
厳

し
い

も
の

と
し

た
。

③
呉

・松
山

を
結

ん
で

い
た

フ
ェ

リ
ー

航
路

の
廃

止
（平

成
21

年
6月

末
）は

阿
賀

地
区

の
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
を

押
し

下
げ

る
要

因
と

な
っ

た
。

既
存

の
ア

ク
セ

ス
道

は
住

宅
街

を
通

過
し

、
ト

レ
ー

ラ
ー

の
通

行
が

困
難

。

当
該

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

ア
ク

セ
ス

環
境

が
大

幅
に

改
善

さ
れ

た
こ

と
を

契
機

に
、

さ
ら

な
る

誘
致

活
動

を
展

開
し

た
結

果
、

次
第

に
取

扱
貨

物
量

が
増

加
し

た
も

の
の

、
そ

の
荷

姿
は

ユ
ニ

ッ
ト

ロ
ー

ド
で

は
な

く
、

鋼
材

を
中

心
と

し
た

バ
ラ

貨
物

で
あ

っ
た

。

○
平

成
24

年
後

半
に

利
用

促
進

策
の

検
討

に
着

手

※
ユ

ニ
ッ

ト
ロ

ー
ド

と
は

雑
貨

な
ど

の
物

品
を

１
つ

に
ま

と
め

た
貨

物
。

一
般

に
コ

ン
テ

ナ
あ

る
い

は
シ

ャ
ー

シ
を

用
い

て
輸

送
さ

れ
る

貨
物

を
い

う
。

荷
主

企
業

や
物

流
企

業
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

・
ヒ

ア
リ

ン
グ

調
査

の
結

果
、

当
初

の
誘

致
方

針
を

見
直

し
、

バ
ラ

貨
物

を
扱

う
荷

主
の

要
望

も
加

味
し

た
、

当
該

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

利
用

促
進

策
の

検
討

に
着

手
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

○
平

成
23

年
3月

に
阿

賀
マ

リ
ノ

大
橋

開
通

平
成

25
年

2月
撮

影

既
存

の
ア

ク
セ

ス
道

路

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー

ミ
ナ

ル
（
H

20
年

10
月

供
用

）

フ
ェ

リ
ー

タ
ー

ミ
ナ

ル
（
H

20
年

11
月

供
用

）

東
広

島
・
呉

自
動

車
道

休
山

ト
ン

ネ
ル

阿
賀

マ
リ

ノ
大

橋

阿
賀

虹
村

線

道
幅

が
狭

く
、

大
型

車
両

の
行

き
交

い
が

困
難

。
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呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業
４

．
こ

れ
ま

で
の

利
用

促
進

の
取

り
組

み

主
な

ト
ピ

ッ
ク

ス
取

り
組

み
状

況
・
結

果

平
成

2
0
年

1
0
月

当
該

タ
ー

ミ
ナ

ル
供

用
開

始

1
月

阿
賀

地
区

港
湾

関
連

用
地

の
第

1
次

分
譲

の
公

募
開

始
平

成
2
1
年

3
月

、
同

地
区

へ
の

最
初

の
進

出
企

業
が

決
定

。

6
月

呉
・
松

山
フ

ェ
リ

ー
航

路
廃

止
別

の
事

業
者

を
対

象
に

阿
賀

地
区

へ
の

航
路

誘
致

を
進

め
る

も
成

果
は

出
ず

。

4
月

企
業

ヒ
ア

リ
ン

グ
の

実
施

呉
市

臨
海

部
や

内
陸

部
工

業
団

地
(呉

市
郷

原
・
東

広
島

市
黒

瀬
等

の
６

地
区

) 
の

計
3
9
社

を
対

象
に

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施

。
そ

の
結

果
、

コ
ン

テ
ナ

に
つ

い
て

は
、

輸
送

コ
ス

ト
や

便
数

、
中

国
・
韓

国
向

け
新

規
航

路
の

開
設

等
を

条
件

に
、

現
在

の
輸

送
形

態
よ

り
メ

リ
ッ

ト
が

あ
れ

ば
検

討
し

て
も

よ
い

と
い

う
企

業
が

８
社

、
バ

ル
ク

貨
物

等
で

の
利

用
を

検
討

中
と

答
え

た
企

業
が

３
社

あ
り

。

4
月

呉
市

企
業

誘
致

推
進

協
議

会
の

設
立

呉
市

は
市

内
の

企
業

や
大

学
な

ど
3
5
団

体
・
機

関
で

呉
市

企
業

誘
致

推
進

協
議

会
を

設
立

。
全

市
を

挙
げ

た
一

体
的

な
推

進
体

制
を

強
化

す
る

と
と

も
に

、
会

員
と

情
報

交
換

し
な

が
ら

工
場

建
設

な
ど

を
考

え
る

関
連

企
業

や
取

引
先

と
の

交
渉

を
進

め
る

。

5
月

呉
市

企
業

立
地

条
例

に
基

づ
く
助

成
金

の
創

設
助

成
金

の
概

要
と

し
て

は
、

①
固

定
資

産
税

相
当

額
を

5
年

間
助

成
 、

②
土

地
取

得
費

の
3
0
％

助
成

 、
③

設
備

投
資

額
の

1
0
％

(最
大

2
億

円
)を

助
成

 、
④

新
規

雇
用

助
成

金
1
人

当
た

り
5
0
万

円
な

ど
。

 本
制

度
は

現
在

も
継

続
中

。

1
0
月

ポ
ー

ト
セ

ー
ル

ス
の

実
施

呉
市

企
業

誘
致

推
進

協
議

会
は

、
製

造
業

約
３

千
社

に
ダ

イ
レ

ク
ト

メ
ー

ル
を

出
し

阿
賀

地
区

の
P

R
を

実
施

し
た

が
、

購
入

に
至

っ
た

企
業

は
な

し
。

2
月

「
呉

港
阿

賀
マ

リ
ノ

大
橋

完
成

記
念

セ
ミ

ナ
ー

」
の

開
催

阿
賀

地
区

の
利

活
用

促
進

に
向

け
た

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
（
主

催
：
呉

市
、

後
援

：
中

国
地

方
整

備
局

、
中

国
運

輸
局

、
神

戸
税

関
）
し

、
参

加
企

業
3
2
社

へ
の

情
報

提
供

と
誘

致
に

向
け

た
活

動
を

実
施

。

3
月

阿
賀

マ
リ

ノ
大

橋
開

通

1
0
月

阿
賀

虹
村

線
開

通

5
月

企
業

ヒ
ア

リ
ン

グ
の

実
施

平
成

2
2
年

に
調

査
し

た
企

業
の

中
か

ら
阿

賀
地

区
を

利
用

す
る

可
能

性
の

あ
る

企
業

1
1
社

に
改

め
て

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施

。
そ

の
結

果
、

同
地

区
の

利
用

に
つ

い
て

は
、

上
屋

が
な

い
こ

と
や

定
期

航
路

も
な

い
こ

と
等

、
必

要
な

設
備

投
資

や
航

路
誘

致
が

最
低

条
件

で
あ

る
こ

と
が

判
明

。

10
月

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
や

企
業

ヒ
ア

リ
ン

グ
の

実
施

今
後

の
ポ

ー
ト

セ
ー

ル
ス

の
方

向
性

を
見

極
め

る
た

め
、

呉
・
東

広
島

・
竹

原
市

内
の

1
9
0
社

に
対

し
て

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
や

ヒ
ア

リ
ン

グ
を

実
施

。
そ

の
結

果
を

受
け

、
今

後
必

要
と

さ
れ

る
ハ

ー
ド

(上
屋

等
）
、

ソ
フ

ト
（
使

用
料

金
助

成
）
等

の
施

策
を

検
討

し
、

阿
賀

地
区

の
利

用
促

進
を

進
め

る
こ

と
と

し
た

。

平
成

2
4
年

年
月

平
成

2
1
年

平
成

2
2
年

平
成

2
3
年

14



◆
利

用
促

進
に

向
け

た
課

題

呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

利
用

者
の

声
①

（
呉

港
運

協
会

）

・重
量

系
の

荷
物

で
も

上
屋

は
必

要
。

上
屋

が
な

い
場

合
、

取
り

扱
え

る
荷

物
は

鉄
骨

な
ど

に
限

ら
れ

る
た

め
、

新
規

取
扱

貨
物

の
誘

致
の

支
障

と

な
っ

て
い

る
。

・上
屋

が
な

い
荷

さ
ば

き
地

で
は

、
コ

ン
テ

ナ
内

に
貨

物
を

詰
め

込
む

作
業

が
全

く
で

き
な

い
。

重
量

系
貨

物
の

上
屋

へ
の

保
管

状
況

（他
地

区
）

ブ
ル

ー
シ

ー
ト

に
よ

る
貨

物
の

応
急

的
な

被
覆

状
況

（本
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
荷

さ
ば

き
地

）

利
用

者
の

声
②

（
港

運
関

連
企

業
）

・呉
港

に
は

土
地

が
な

く
、

荷
物

を
保

管
す

る
場

所
も

な
い

。
そ

の
点

で
、

阿

賀
マ

リ
ノ

ポ
リ

ス
は

荷
物

を
保

管
す

る
場

所
と

し
て

は
非

常
に

良
い

場
所

で

あ
る

。

・し
か

し
、

上
屋

が
な

い
こ

と
が

最
大

の
課

題
で

あ
る

。
上

屋
が

な
い

と
荷

物

も
集

ま
ら

な
い

。

５
．

今
後

の
利

用
促

進
策

に
つ

い
て

⇒
当

該
タ

ー
ミ

ナ
ル

内
に

上
屋

が
必

要
。

当
該

タ
ー

ミ
ナ

ル
で

現
在

取
り

扱
っ

て
い

る
バ

ラ
貨

物
は

、
川

原
石

南
ふ

頭
や

広
ふ

頭
か

ら
一

部
シ

フ
ト

し
た

も
の

で
あ

り
、

今
後

の
利

用
促

進
に

あ
た

っ
て

は
、

シ
フ

ト
の

動
き

を
本

格
化

さ
せ

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
一

方
、

貨
物

の
シ

フ
ト

を
本

格
化

さ
せ

る
上

で
の

新
た

な
課

題
が

港
湾

利
用

者
の

意
見

を
通

じ
て

再
認

識
さ

れ
た

。
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呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

（航
空

写
真

は
３

地
区

と
も

20
13

年
2月

撮
影

）

川
原

石
南

ふ
頭

（
川

原
石

地
区

）

：
上

屋
の

箇
所

広
ふ

頭
（
広

地
区

）
当

該
タ

ー
ミ

ナ
ル

（
阿

賀
地

区
）

○
阿

賀
地

区
に

シ
フ

ト
す

る
貨

物
の

大
部

分
は

鋼
材

・
鉄

鋼
・
産

業
機

械
で

あ
り

、
品

質
確

保
の

た
め

上
屋

が
必

要
。

港
湾

管
理

者
（
呉

市
）
が

上
屋

の
整

備
を

検
討

中
（
平

成
27

年
度

末
完

成
目

標
）

上
屋

内
で

の
一

時
保

管
状

況
上

屋
内

で
の

一
時

保
管

状
況

当
該

タ
ー

ミ
ナ

ル
で

の
一

時
保

管
状

況

５
．

今
後

の
利

用
促

進
策

に
つ

い
て

○
主

要
な

公
共

岸
壁

に
お

け
る

上
屋

の
整

備
状

況

16



呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業
５

．
今

後
の

利
用

促
進

策
に

つ
い

て

取
り

組
み

内
容

上
屋

の
整

備

取
扱

貨
物

（
鋼

材
等

）
の

シ
フ

ト
　

（
川

原
石

地
区

 ⇒
 阿

賀
地

区
）

　
（
　

　
　

広
地

区
 ⇒

 阿
賀

地
区

）

定
期

コ
ン

テ
ナ

航
路

の
移

転
　

（
宝

町
地

区
 ⇒

 阿
賀

地
区

）

ユ
ニ

ッ
ト

ロ
ー

ド
の

取
り

扱
い

を
促

進
す

る
た

め
の

ポ
ー

ト
セ

ー
ル

ス
等

既
存

の
主

要
な

公
共

岸
壁

（
国

有
施

設
）

の
老

朽
化

対
策

平
成

3
1
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度

概
略

設
計

、
詳

細
設

計
、

建
築

工
事

調
査

、
設

計
、

対
策

工
事

ふ
頭

利
用

の
あ

り
方

に
係

る
関

係
者

協
議

、
工

事
中

に
お

け
る

岸
壁

利
用

者
と

の
調

整
等

貨
物

シ
フ

ト
に

係
る

関
係

者
協

議

上
屋

完
成

老
朽

化
施

設
の

延
命

化
の

た
め

の
利

用
制

限
緊

急
点

検

東
広

島
・
呉

自
動

車
道

の
全

通

航
路

移
転

に
係

る
関

係
者

協
議

阿
賀

地
区

（
当

該
タ

ー
ミ

ナ
ル

）
で

の
本

格
的

な
取

り
扱

い

貨
物

シ
フ

ト
開

始

阿
賀

地
区

（
当

該
タ

ー
ミ

ナ
ル

）
に

定
期

航
路

就
航

貨
物

シ
フ

ト
完

了

阿
賀

地
区

（
当

該
タ

ー
ミ

ナ
ル

）
に

新
規

航
路

就
航

１
月

開
催

予
定

利
用

者
懇

談
会

の
定

期
的

な
開

催

ユ
ニ

ッ
ト

ロ
ー

ド
の

集
荷

、
新

規
航

路
誘

致
に

係
る

ポ
ー

ト
セ

ー
ル

ス
の

実
施

○
当

該
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
利

用
促

進
に

向
け

た
取

組
事

項
（
計

画
）
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0
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1
,0

0
0

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5
～

2
7

H
2
8
以

降

鋼
材

等
※

広
埠

頭
岸

壁
（
鋼

材
等

）
川

原
石

南
埠

頭
岸

壁

（
鋼

材
等

）

阿
賀

マ
リ

ノ
ポ

リ
ス

岸
壁

（
千

ト
ン

）

推
計

値
実

績
値

ユ
ニ

ッ
ト

ロ
ー

ド

そ
の

他
地

区
（
ユ

ニ
ッ

ト
ロ

ー
ド

）

上
屋

完
成

１
．

阿
賀

マ
リ

ノ
ポ

リ
ス

岸
壁

へ
の

貨
物

シ
フ

ト
が

実
現

し
た

場
合

の
効

果

呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

（
１

）
阿

賀
マ

リ
ノ

ポ
リ

ス
岸

壁
に

お
け

る
取

扱
貨

物
量

の
推

移

平
成

2
8
年

以
降

は
約

5
6
8
千

ト
ン

の
取

り
扱

い
を

想
定

※
鋼

材
、

鉄
鋼

、
産

業
機

械
の

３
品

目
を

「
鋼

材
等

」
と

し
て

い
る

６
．

事
業

の
効

果
の

発
現

状
況

18



呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

平
成

２
８

年
以

降
県

外
発

着
分

の
鋼

材
等

を
シ

フ
ト

物
流

機
能

の
効

率
化

、
老

朽
化

施
設

の
延

命
化

お
よ

び
安

全
な

荷
役

空
間

の
確

保
が

図
ら

れ
る

。
（
輸

送
費

用
削

減
額

：
1
1
.7

 億
円

/
年

）

・
阿

賀
地

区
タ

ー
ミ

ナ
ル

に
上

屋
が

整
備

さ
れ

、
平

成
28

年
以

降
は

鋼
材

等
の

阿
賀

地
区

へ
の

集
約

化
が

進
展

。
・
既

存
の

主
要

な
公

共
岸

壁
か

ら
シ

フ
ト

す
る

鋼
材

等
と

し
て

は
、

広
島

県
外

の
港

湾
を

発
着

す
る

貨
物

が
中

心
。

川
原

石
南

埠
頭

岸
壁

広
埠

頭
岸

壁
阿

賀
マ

リ
ノ

ポ
リ

ス
岸

壁

11
6千

ト
ン

（
広

島
県

内
発

着
）

鋼
材

等
鋼

材
等

95
千

ト
ン

（
広

島
県

内
発

着
）

鋼
材

等

上
屋

の
整

備

47
2千

ト
ン

（
県

外
発

着
分

）

☆
大

型
船

舶
の

活
用

に
よ

る
輸

送
コ

ス
ト

の
削

減
等

に
寄

与
☆

既
存

の
公

共
岸

壁
に

お
け

る
過

剰
な

取
り

扱
い

を
軽

減
し

、
老

朽
化

施
設

へ
の

負
担

を
軽

減

（
２

）
阿

賀
マ

リ
ノ

ポ
リ

ス
岸

壁
へ

の
貨

物
シ

フ
ト

の
計

画

６
．

事
業

の
効

果
の

発
現

状
況
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（
２

）
阿

賀
マ

リ
ノ

ポ
リ

ス
岸

壁
へ

の
貨

物
シ

フ
ト

の
計

画

呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

●
宝

町
地

区
で

は
、

賑
わ

い
空

間
の

機
能

強
化

が
計

画
さ

れ
て

い
る

が
、

そ
の

近
辺

は
定

期
コ

ン
テ

ナ
航

路
を

含
む

貨
物

船
の

発
着

場

で
あ

り
、

港
湾

貨
物

の
荷

役
作

業
が

行
わ

れ
て

い
る

。
→

人
流

と
物

流
の

混
在

●
宝

町
地

区
の

荷
さ

ば
き

地
は

狭
く
、

内
貿

コ
ン

テ
ナ

貨
物

を
扱

う
上

屋
は

老
朽

化
が

進
行

し
て

い
る

。
→

物
流

機
能

の
低

下

賑
わ

い
空

間
の

機
能

強
化

が
呉

市
の

さ
ら

な
る

発
展

に
寄

与
。

○
阿

賀
地

区
に

上
屋

が
完

成
し

た
タ

イ
ミ

ン
グ

で
、

宝
町

地
区

の
内

貿
コ

ン
テ

ナ
機

能
を

阿
賀

地
区

に
移

転
。

・
平

成
28

年
以

降
、

内
貿

定
期

コ
ン

テ
ナ

航
路

の
貨

物
（
1
9
千

ﾄﾝ
/
年

）が
、

阿
賀

地
区

へ
シ

フ
ト

。

（こ
れ

に
合

わ
せ

て
、

現
在

、
他

地
区

を
利

用
す

る
ユ

ニ
ッ

ト
ロ

ー
ド

（
7
7
千

ﾄﾝ
/
年

）が
、

阿
賀

地
区

へ
シ

フ
ト

）

・
宝

町
地

区
で

は
、

撤
去

後
の

上
屋

跡
地

を
荷

さ
ば

き
地

と
し

て
活

用
す

る
こ

と
で

、
物

流
機

能
の

集
約

化
及

び
賑

わ
い

空
間

の
機

能
強

化
が

可
能

と
な

る
。

賑
わ

い
空

間
（
現

状
）

上
屋

・
コ

ン
テ

ナ
ヤ

ー
ド

（
現

状
）

内
貿

コ
ン

テ
ナ

機
能

の
移

転
後

荷
さ

ば
き

地
と

し
て

活
用

賑
わ

い
空

間
の

機
能

強
化

を
計

画
呉

中
央

桟
橋

タ
ー

ミ
ナ

ル

商
業

施
設

呉
駅

大
和

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

輸
送

費
用

削
減

額
：1

.8
億

円
/年

６
．

事
業

の
効

果
の

発
現

状
況

20



呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

耐
震

強
化

岸
壁

整
備

に
よ

り
、

地
震

発
生

後
に

お
い

て
呉

港
を

利
用

し
た

緊
急

物
資

等
の

直
接

輸
送

が
可

能
と

な
る

。

呉
市

直
下

型
の

地
震

五
日

市
断

層
の

地
震

本
事

業
を

行
わ

な
い

場
合

当
該

タ
ー

ミ
ナ

ル
内

に
耐

震
強

化
岸

壁
を

１
バ

ー
ス

整
備

し
た

結
果

２
．

そ
の

他
の

効
果

岩
国

断
層

の
地

震
安

芸
灘

～
伊

予
灘

の
地

震

輸
送

費
用

削
減

額
：
0
.5

億
円

/
年

（
発

生
確

率
を

踏
ま

え
た

最
大

値
）

６
．

事
業

の
効

果
の

発
現

状
況
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呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

※
総

便
益

(Ｂ
)は

、
貨

物
シ

フ
ト

の
計

画
を

見
込

ん
だ

値
。

○
前

回
評

価
時

と
の

比
較

７
．

費
用

対
効

果
分

析
の

算
定

基
礎

と
な

っ
た

要
因

の
変

化

事
項

前
回

評
価

時

（
―

）

今
回

評
価

（
H

2
5
事

後
評

価
）

備
考

（
前

回
評

価
時

か
ら

の
変

更
点

）

事
業

諸
元

―

岸
壁

(-
7
.5

m
)

泊
地

(-
7
.5

m
)

ふ
頭

用
地

―

事
業

期
間

―
平

成
5
年

度
～

平
成

2
0
年

度
―

総
事

業
費

（
現

在
価

値
化

前
）

―
1
4
1
億

円
―

総
費

用
（
C

)
―

2
5
3
億

円
―

総
便

益
（
B

)
―

2
7
0
億

円
―

費
用

便
益

比

（
B

/
C

）
―

1
.1

―

※
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８
．

対
応

方
針

（
案

）
呉
港

阿
賀
地
区

複
合

一
貫

輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
整

備
事

業

①
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎
と

な
っ

た
要

因
の

変
化

②
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況

③
事

業
実

施
に

よ
る

環
境

の
変

化

【
対

応
方

針
（
案

）
】

・
上

記
の

視
点

か
ら

、
本

事
業

は
一

定
の

効
果

が
発

現
し

、
数

年
後

に
は

高
い

確
度

で
十

分
な

事
業

効
果

の
発

現
が

見
込

ま
れ

る
こ

と
か

ら
、

改
め

て
事

後
評

価
を

実
施

す
る

必
要

は
な

い
が

、
施

設
の

利
用

状
況

に
つ

い
て

５
年

以
内

に
報

告
す

る
も

の
と

す
る

。

・
ま

た
、

事
業

目
的

に
見

合
っ

た
事

業
効

果
を

十
分

に
発

現
さ

せ
る

た
め

、
港

湾
管

理
者

に
お

い
て

上
屋

を
速

や
か

に
整

備
す

る
予

定
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
今

後
の

改
善

措
置

の
必

要
性

は
な

い
も

の
の

、
港

湾
管

理
者

と
連

携
し

て
利

用
の

一
層

の
促

進
に

努
め

る
。

・
同

種
事

業
の

計
画

・
調

査
の

あ
り

方
や

事
業

評
価

手
法

の
見

直
し

の
必

要
性

に
つ

い
て

は
、

特
に

な
し

。

④
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

・
特

に
な

し

・
鋼

材
貨

物
の

輸
送

コ
ス

ト
削

減
や

老
朽

化
施

設
の

延
命

化
な

ど
の

期
待

さ
れ

た
事

業
効

果
の

発
現

は
十

分
と

い
え

な
い

状
況

で
あ

る
が

、
阿

賀
マ

リ
ノ

大
橋

の
開

通
な

ど
、

背
後

圏
と

の
ア

ク
セ

ス
向

上
に

よ
り

、
一

定
の

効
果

が
発

現
し

て
い

る
。

ま
た

、
タ

ー
ミ

ナ
ル

内
の

上
屋

が
整

備
さ

れ
、

港
内

貨
物

が
シ

フ
ト

さ
れ

る
も

の
と

し
て

事
業

効
果

を
算

定
し

た
結

果
、

十
分

な
事

業
効

果
が

見
込

ま
れ

る
こ

と
を

確
認

し
た

。

・
過

去
に

比
較

対
象

と
な

る
事

業
評

価
を

実
施

し
て

い
な

い
た

め
評

価
し

な
い

。

・
過

去
に

比
較

対
象

と
な

る
事

業
評

価
を

実
施

し
て

い
な

い
た

め
評

価
し

な
い

。
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呉港阿賀地区複合一貫輸送ターミナル整備事業

〔費用便益比（Ｂ／Ｃ）算定等資料〕
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【参考資料１】

　港湾（　港湾整備事業　）

過去に比較対象となる事業評価を実施していないため評価しない。

同種事業の
計画・調査の
あり方や事
業評価手法
の見直しの
必要性

対応方針理
由

本事業で整備した複合一貫輸送ターミナルについて、その利用状況を今後も引き続き確認する必要があるため。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞

採択時 － 完了時 147

費用対効果
分析の算定
基礎となった
要因の変化

社会経済情
勢の変化

過去に比較対象となる事業評価を実施していないため評価しない。

今後の事後
評価の必要
性

本事業は一定の効果が発現し、数年後には高い確度で十分な事業効果の発現が見込まれることから、改めて事後評価を実施する必要はない。

特になし。

対応方針
上記の視点から、本事業は一定の効果が発現し、数年後には高い確度で十分な事業効果の発現が見込まれることから、改めて事後評価を実施
する必要はないが、施設の利用状況について5年以内に報告するものとする。

全体B/C 1.1 B-C 17

改善措置の
必要性

事業目的に見合った事業効果を十分に発現させるため、港湾管理者において上屋を速やかに整備する予定であることから、今後の改善措置の必
要性はないものの、港湾管理者と連携して利用の一層の促進に努める。

事業の効果
の発現状況

鋼材貨物の輸送コスト削減や老朽化施設の延命化などの期待された事業効果の発現は十分とはいえない状況であるが、阿賀マリノ大橋の開通な
ど、背後圏とのアクセス向上により、一定の効果が発現している。また、ターミナル内の上屋が整備され、港内貨物がシフトされるものとして事業効
果を算定した結果、十分な事業効果が見込まれることを確認した。

事業実施に
よる環境の
変化

特になし。

EIRR
（％）

4.4

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

270 C:総費用(億円) 253

完了 平成20年度

＜解決すべき課題・背景＞
・既存施設の能力不足、老朽化に対応するため新たな公共物流拠点の整備が求められている。
・耐震強化岸壁が不足しているため、大規模地震発生時における海上輸送拠点としての十分な機能が確保されていない。
＜達成すべき目標＞
・新たなターミナルの整備により、貨物輸送コストの削減されることにより地域産業の競争力強化を図る。
・耐震強化岸壁の整備により、地域住民の安心・安全、港湾背後企業の物流機能確保を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

目的・必要性

総事業費（億
円）

事業期間 事業採択 平成5年度

担当課長名

実施箇所 広島県呉市

該当基準 事業完了後一定期間（5年以内）が経過した事業

菊地　身智雄

主な事業の
諸元

岸壁（水深7.5m）（耐震）、泊地（水深7.5m）、ふ頭用地

事業名
（箇所名）

複合一貫輸送ターミナル整備事業
（呉港　阿賀地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

中国地方整備局

事業評価カルテ（事後評価）
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【参考資料２】

呉港阿賀地区 複合一貫輸送ターミナル整備事業

費用便益分析シート(割引前) 費用便益分析シート(割引後)

EIRR= 4.4% NPV= 17 億円

B/C= 1.1

(億円) (億円)

初期投
資・更新

投資

運営・維
持コスト

総費用
（C）

輸送コス
ト削減便

益①

輸送コス
ト削減便

益②

耐震化
便益

残存価
値

総便益
（B）

純便益
（B-C）

初期投
資・更新

投資

運営・維
持コスト

総費用
（C）

輸送コス
ト削減便

益①

輸送コス
ト削減便

益②

耐震化
便益

残存価
値

総便益
（B）

純便益
（B-C）

1993 2.1 2.1 -2.1 1993 2.19 4.8 4.8
1994 0.0 0.0 0.0 1994 2.11 0.1 0.1 -0.1
1995 0.0 0.0 0.0 1995 2.03 0.0 0.0 0.0
1996 11.3 11.3 -11.3 1996 1.95 22.9 22.9 -22.9
1997 15.1 15.1 -15.1 1997 1.87 29.4 29.4 -29.4
1998 19.8 19.8 -19.8 1998 1.80 37.8 37.8 -37.8
1999 15.7 15.7 -15.7 1999 1.73 29.2 29.2 -29.2
2000 20.1 20.1 -20.1 2000 1.67 35.8 35.8 -35.8
2001 23.3 23.3 -23.3 2001 1.60 40.6 40.6 -40.6
2002 12.4 12.4 -12.4 2002 1.54 20.9 20.9 -20.9
2003 8.7 8.7 -8.7 2003 1.48 14.0 14.0 -14.0
2004 4.8 4.8 -4.8 2004 1.42 7.3 7.3 -7.3
2005 4.4 4.4 -4.4 2005 1.37 6.5 6.5 -6.5
2006 0.2 0.2 -0.2 2006 1.32 0.3 0.3 -0.3
2007 0.6 0.6 -0.6 2007 1.27 0.8 0.8 -0.8
2008 1.8 1.8 -1.8 2008 1.22 2.2 2.2 -2.2
2009 1 0.0 0.0 0.3 0.3 0.3 2009 1 1.17 0.0 0.0 0.4 0.4 0.3
2010 2 0.0 0.0 0.6 0.5 1.1 1.0 2010 2 1.12 0.0 0.0 0.7 0.5 1.2 1.1
2011 3 0.0 0.0 0.6 0.4 1.0 1.0 2011 3 1.08 0.0 0.0 0.6 0.5 1.1 1.1
2012 4 0.0 0.0 0.6 0.4 1.0 1.0 2012 4 1.04 0.0 0.0 0.6 0.5 1.1 1.1
2013 5 0.0 0.0 0.6 0.4 1.0 1.0 2013 5 1.00 0.0 0.0 0.6 0.4 1.0 1.0
2014 6 0.0 0.0 0.6 0.4 1.0 1.0 2014 6 0.96 0.0 0.0 0.6 0.4 1.0 1.0
2015 7 0.0 0.0 0.6 0.4 1.0 1.0 2015 7 0.92 0.0 0.0 0.6 0.4 0.9 0.9
2016 8 0.0 0.0 5.9 1.8 0.4 8.1 8.1 2016 8 0.89 0.0 0.0 5.2 1.6 0.4 7.2 7.2
2017 9 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2017 9 0.85 0.0 0.0 10.0 1.5 0.4 11.9 11.9
2018 10 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2018 10 0.82 0.0 0.0 9.6 1.5 0.3 11.5 11.4
2019 11 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2019 11 0.79 0.0 0.0 9.3 1.4 0.3 11.0 11.0
2020 12 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2020 12 0.76 0.0 0.0 8.9 1.4 0.3 10.6 10.6
2021 13 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2021 13 0.73 0.0 0.0 8.6 1.3 0.3 10.2 10.2
2022 14 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2022 14 0.70 0.0 0.0 8.2 1.3 0.3 9.8 9.8
2023 15 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2023 15 0.68 0.0 0.0 7.9 1.2 0.3 9.4 9.4
2024 16 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2024 16 0.65 0.0 0.0 7.6 1.2 0.2 9.0 9.0
2025 17 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2025 17 0.62 0.0 0.0 7.3 1.1 0.2 8.7 8.7
2026 18 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2026 18 0.60 0.0 0.0 7.1 1.1 0.2 8.3 8.3
2027 19 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2027 19 0.58 0.0 0.0 6.8 1.0 0.2 8.0 8.0
2028 20 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2028 20 0.56 0.0 0.0 6.5 1.0 0.2 7.7 7.7
2029 21 0.0 0.0 11.7 1.8 0.4 13.9 13.9 2029 21 0.53 0.0 0.0 6.3 1.0 0.2 7.4 7.4
2030 22 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.9 13.9 2030 22 0.51 0.0 0.0 6.0 0.9 0.2 7.1 7.1
2031 23 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.9 13.8 2031 23 0.49 0.0 0.0 5.8 0.9 0.2 6.8 6.8
2032 24 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.9 13.8 2032 24 0.47 0.0 0.0 5.6 0.9 0.2 6.6 6.6
2033 25 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.9 13.8 2033 25 0.46 0.0 0.0 5.4 0.8 0.2 6.3 6.3
2034 26 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.9 13.8 2034 26 0.44 0.0 0.0 5.2 0.8 0.1 6.1 6.1
2035 27 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.9 13.8 2035 27 0.42 0.0 0.0 5.0 0.8 0.1 5.8 5.8
2036 28 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.9 13.8 2036 28 0.41 0.0 0.0 4.8 0.7 0.1 5.6 5.6
2037 29 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2037 29 0.39 0.0 0.0 4.6 0.7 0.1 5.4 5.4
2038 30 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2038 30 0.38 0.0 0.0 4.4 0.7 0.1 5.2 5.2
2039 31 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2039 31 0.36 0.0 0.0 4.2 0.6 0.1 5.0 5.0
2040 32 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2040 32 0.35 0.0 0.0 4.1 0.6 0.1 4.8 4.8
2041 33 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2041 33 0.33 0.0 0.0 3.9 0.6 0.1 4.6 4.6
2042 34 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2042 34 0.32 0.0 0.0 3.8 0.6 0.1 4.4 4.4
2043 35 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2043 35 0.31 0.0 0.0 3.6 0.6 0.1 4.3 4.3
2044 36 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2044 36 0.30 0.0 0.0 3.5 0.5 0.1 4.1 4.1
2045 37 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2045 37 0.29 0.0 0.0 3.3 0.5 0.1 3.9 3.9
2046 38 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2046 38 0.27 0.0 0.0 3.2 0.5 0.1 3.8 3.8
2047 39 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2047 39 0.26 0.0 0.0 3.1 0.5 0.1 3.6 3.6
2048 40 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2048 40 0.25 0.0 0.0 3.0 0.5 0.1 3.5 3.5
2049 41 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2049 41 0.24 0.0 0.0 2.9 0.4 0.1 3.4 3.4
2050 42 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2050 42 0.23 0.0 0.0 2.8 0.4 0.1 3.2 3.2
2051 43 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2051 43 0.23 0.0 0.0 2.6 0.4 0.1 3.1 3.1
2052 44 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2052 44 0.22 0.0 0.0 2.5 0.4 0.1 3.0 3.0
2053 45 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2053 45 0.21 0.0 0.0 2.4 0.4 0.1 2.9 2.9
2054 46 0.0 0.0 11.7 1.8 0.3 13.8 13.8 2054 46 0.20 0.0 0.0 2.4 0.4 0.1 2.8 2.8
2055 47 0.0 0.0 11.7 1.8 0.2 13.8 13.8 2055 47 0.19 0.0 0.0 2.3 0.3 0.0 2.7 2.6
2056 48 0.0 0.0 11.7 1.8 0.2 13.8 13.8 2056 48 0.19 0.0 0.0 2.2 0.3 0.0 2.6 2.5
2057 49 0.0 0.0 11.7 1.8 0.2 13.8 13.7 2057 49 0.18 0.0 0.0 2.1 0.3 0.0 2.5 2.4
2058 50 0.0 0.0 11.7 1.8 0.2 40.7 54.5 54.5 2058 50 0.17 0.0 0.0 2.0 0.3 0.0 7.0 9.3 9.3

140.6 1.2 141.8 502.5 77.1 16.7 40.7 637.0 495.3 252.6 0.6 253.2 219.5 33.8 9.5 7.0 269.8 16.6合　計 合　計

割　　引　　後
社会的
割引率

年度

施設
供用
期間

割　　引　　前

年度

施設
供用
期間
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【
参

考
資

料
３
】

呉
港
阿
賀
地
区
複
合
一
貫
輸
送
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
事
業

費
用

便
益

の
概

要

便
益

単
位
当
り
の
便
益

項
目

区
分

単
位

備
考

単
位

2
.4

千
円
/
ト
ン
・
年

鋼
材
等
ば
ら
積
み
貨
物
の
陸
上
輸
送
コ
ス
ト
削
減

1
1
.3

億
円
/
年

0
.2

千
円
/
ト
ン
・
年

鋼
材
等
ば
ら
積
み
貨
物
の
海
上
輸
送
コ
ス
ト
削
減

0
.4

億
円
/
年

2
.9

千
円
/
ト
ン
・
年

内
貿
コ
ン
テ
ナ
貨
物
の
陸
上
輸
送
コ
ス
ト
削
減

0
.6

億
円
/
年

1
.6

千
円
/
ト
ン
・
年

内
貿
ユ
ニ
ッ
ト
ロ
ー
ド
貨
物
の
陸
上
輸
送
コ
ス
ト
削

減
1
.2

億
円
/
年

0
.6

億
円
/
年

震
災
時
に
お
け
る
緊
急
物
資
の
輸
送
コ
ス
ト
削
減

6
0

万
円
/
年

1
3
.9

億
円
/
年

震
災
時
に
お
け
る
一
般
貨
物
の
輸
送
コ
ス
ト
削
減

0
.2

億
円
/
年

2
5
.4

億
円

/
年

震
災

時
に
お
け
る
施

設
被

害
の

回
避

0
.3

億
円

/
年

残
存

価
値

残
存

価
値

－
－

ふ
頭
用
地
の
残
存
価
値

4
0
.7

億
円

費
用

　
費

用
項

目

　
事

業
の

対
象

施
設

輸
送
コ
ス
ト
削
減
便
益
②

耐
震

化
便

益

利
用

者
便

益

岸
壁

(-
7
.5
m
)［
耐

震
］
、
泊

地
(-
7
.5
m
)、
ふ

頭
用

地

便
益
（
代
表
年
）

建
設

費
、
管

理
運

営
費

耐
震

化
便

益

輸
送
コ
ス
ト
削
減
便
益
①
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【参考資料４－１】

〔輸送コスト削減便益①（鋼材等ばら積み貨物の輸送コスト削減）〕

輸送コスト削減便益①（鋼材等ばら積み貨物の陸上輸送コスト削減）

without時 With時

① 年間貨物量（m3／年）

② トレーラー1台あたりの積載量（トン/台）

③ トレーラー台数（台）

④ 輸送距離（km：往復） 152 8

⑤ コンテナシャーシ1台あたりの陸上輸送費用（円/台） 58,950 22,010

⑥ 年間陸上輸送費用（百万円／年） 1,391 260 ③×⑤/1000000 ③/2×⑤/1000000※

※with時の往復輸送距離は8kmであるため、20kmまでの原単位で2往復するものとする。

輸送コスト削減便益①（鋼材等ばら積み貨物の海上輸送コスト削減）

without時 With時

① 年間貨物量（m3／年）

② 船型(DWT／隻) 2,000 5,000

③ 年間延べ海上輸送隻数(隻) 33 14

④ 1隻あたり海上輸送費用（千円／隻） 850 1,236

⑥ 1回あたりの航海日数

⑦ 年間海上輸送費用（百万円／年） 56 35

輸送コスト削減便益①（鋼材等ばら積み貨物の海上輸送コスト削減）

without時 With時

① 年間貨物量（m3／年）

② 船型(DWT／隻) 2,000 5,000

③ 年間延べ海上輸送隻数(隻) 61 25

④ 1隻あたり海上輸送費用（千円／隻） 850 1,236

⑥ 1回あたりの航海日数

⑦ 年間海上輸送費用（百万円／年） 52 31

　新しくターミナルを整備することで、荷主はより近距離の港湾を利用することが可能となる。この結果、単位貨物量あたりの陸上輸送
コストが削減可能となる。また、岸壁、泊地水深が7.5mとなることで、5,000DWT級船舶の入港が可能となり、大型船舶を利用すること
による単位貨物量あたりの海上輸送コストが削減可能となる。
　なお、「港湾投資の評価に関する解説書2011　港湾事業評価手法に関する研究委員会編」を以下「解説書」という。

472,000

20 解説書2-2-31

備考

備考

23,600 ①/②

解説書2-2-32

輸送ルートの変更による輸送費用削減便益(百万円／
年)

1,132

解説書2-3-34

2

④×⑤×⑥/100

66,000

港湾の施設の技術上の基準・同解説

①/②

122,000

港湾の施設の技術上の基準・同解説

①/②

船舶大型化による輸送費用削減便益(百万円／年) 21

備考

船舶大型化による輸送費用削減便益(百万円／年) 21

解説書2-3-34

1

④×⑤×⑥/100

28



【参考資料４－２】

〔輸送コスト削減便益②（内貿コンテナ貨物、内貿ユニットロード貨物の輸送コスト削減）〕

輸送コスト削減便益②（内貿コンテナ貨物）

without時 With時

① 年間貨物量（トン／年）

② コンテナシャーシ1台あたりの積載量（トン/台）

③ コンテナシャーシ台数（台）

④ 輸送距離（km：往復） 33 0

⑤ コンテナシャーシ1台あたりの陸上輸送費用（円/台） 14,560 0

⑥ 年間陸上輸送費用（百万円／年） 55 0

輸送コスト削減便益②（内貿ユニットロード貨物）

without時 With時

① 年間貨物量（トン／年）

② コンテナシャーシ1台あたりの積載量（トン/台）

③ コンテナシャーシ台数（台）

④ 輸送距離（km：往復） 46 10

⑤ コンテナシャーシ1台あたりの陸上輸送費用（円/台） 16,360 8,310

⑥ 年間陸上輸送費用（百万円／年） 252 128

解説書2-2-32

①/②

　新しくターミナルを整備することで、荷主はより近距離の港湾を利用することが可能となる。この結果、単位貨物量あたりの陸上輸送
コストが削減可能となる。
　なお、「港湾投資の評価に関する解説書2011　港湾事業評価手法に関する研究委員会編」を以下「解説書」という。

輸送ルートの変更による輸送費用削減便益(百万円／
年)

124

①/②

77,000

19,000

備考

解説書2-2-32

③×⑤/1000000

5 解説書2-2-31（RORO船）

15,400

備考

5 解説書2-2-31（コンテナ船）

輸送ルートの変更による輸送費用削減便益(百万円／
年)

55

③×⑤/1000000

3,800
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【参考資料４－３】

〔耐震化便益〕

耐震化便益（震災時の緊急物資輸送コスト削減：被災直後から2日目）

without時 With時

① 港湾直背後圏人口（人）

② 緊急物資貨物量（トン）

③ ヘリコプターによる輸送回数（回） 11 －
①/3トン

解説書2-13-28
－

④ トラックによる輸送回数（回） － 11 －
①/3トン

解説書2-13-28

⑤ ヘリコプター輸送単価（円/回） 2,637,300 － 解説書2-13-28 －

⑥ トラック輸送単価（円/回） － 9,300 －
解説書2-13-29
（20kmまで)

⑦ ヘリコプター輸送費用（百万円） 29 － ③×⑤/1000000 －

⑧ トラック輸送費用（百万円） － 0.1 － ④×⑥/1000000

耐震化便益（震災時の緊急物資輸送コスト削減：被災後3日目～30日目）

without時 With時

① 港湾直背後圏人口（人）

② 緊急物資貨物量（トン）

③ 農水産品貨物量（トン）

④ 雑工業品貨物量（トン）

⑤ トラックによる輸送回数（回）

⑥ 輸送距離（km：往復） 224 14

⑦ トラック輸送単価（円/回） 34,090 9,300

⑧ トラック輸送費用（百万円） 27 7

⑨ 輸送時間（時間） 6.7 1.4

⑩ 時間費用原単位（農水産品）（円/トン・時）

⑪ 時間費用原単位（雑工業品）（円/トン・時）

⑫ 時間費用（農水産品）（百万円） 0.4 0.1

⑬ 時間費用（雑工業費）（百万円） 8 2

耐震化便益（震災時の一般貨物輸送コスト削減：被災後1ヶ月後から2年後）

without時 With時

① 年間貨物量（トン）

② トレーラー1台あたりの積載量（トン/台）

③ トレーラー必要台数（台）

④ 輸送距離（km：往復） 224 14

⑤ トレーラー1台あたりの陸上輸送費用（円/台） 77,270 22,010

⑥ 年間陸上輸送費用（百万円／年） 1,943 554

震災時の施設被害回避便益

without時 With時

① 岸壁復旧費用（百万円） 2,586 0
耐震強化しない場合の
整備費用

－

② 1年目の復旧費用（百万円/年） 1,293 0 ①/2 －

③ 2年目の復旧費用（百万円/年） 1,243 0 ①/2/1.04 －

①/②

解説書2-2-32

備考

503,000

20 解説書2-2-31

震災時の一般貨物輸送費用削減便益(百万円／年) 1,390

614 解説書2-2-34

③×⑨×⑩/1000000

④×⑨×⑪/1000000

③×⑤/1000000

25,150

122

走行速度
港湾直背後から20km圏内5km/h、それ以外34.5km/h

解説書2-2-34

496 解説書2-13-16を基に算出

1,910 解説書2-13-16を基に算出

解説書2-13-29

240,000

2,405 解説書2-13-16を基に算出

震災時の緊急物資輸送費用削減便益(百万円／年) 26

802 3トン/回

③×④/1000000

　耐震強化岸壁を整備することで、震災時に緊急物資や一般貨物を海上輸送で直接被災地へ搬入することが可能となり、輸送コス
トが削減される。また、震災時の岸壁損壊を防ぐことができ、復旧費用の発生を回避できる。
　なお、「港湾投資の評価に関する解説書2011　港湾事業評価手法に関する研究委員会編」を以下「解説書」という。

備考

解説書2-13-16を基に算出31

240,000

備考

震災時の施設被害回避便益(百万円／年) 2,536

震災時の緊急物資輸送費用削減便益(百万円／年) 29

備考

30



【参考資料４－４】

〔残存価値〕

残存価値

without時 With時

① ふ頭用地面積（m2） － 66,000 － －

② 土地単価（円/m2） － 61,700 －
阿賀地区内の港湾関連
用地価格

③ 残存価値（百万円） － 4,072 － ①×②/1000000

　プロジェクトの供用期間の終了とともに、その時点で残っている資産を残存価値として精算されると仮定する。
　本プロジェクトにおいて残存価値を計上できる、ふ頭用地の残存価値を計上する。

残存価値（百万円） 4,072

備考
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【参考資料５】

呉港阿賀地区複合一貫輸送ターミナル整備事業 【事後評価】

（１）事業費
 全体事業費

（億円）

工事費

岸壁（水深7.5m） 260 m 62.6

地盤改良工 260 m 39.5

基礎工 260 m 4.5

本体工 260 m 10.7

裏込工 260 m 2.1

裏埋工 260 m 2.6

上部工 260 m 2.4

舗装工 260 m 0.4

付属工 260 m 0.4

泊地（水深7.5m） 1 式 8.0

 浚渫工 249,000 m3 8.0

用地費及補償費 3.1

 補償費 1  式 3.1

間接経費 18.1

起債事業 55.6

ふ頭用地 6.6 ha 55.6

合計 147.3
※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とは限らない。
　 

（２）管理運営費
金額

（億円／年）

1 式 0.02
※維持管理計画書等を基に算出している。

項目 数量

管理運営費

項目  数量
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